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中国からアメリカへの10年ごとの合法的な移民数の増減を、時代の動
きと共に概略を述べてみる。アメリカでのゴールド・ラッシュや鉄道建設
のための労働力として中国からの移民が急増するのは1朗8年代以降であ
る。その時期の中国では、アヘン戦争（1839－42）が勃発し、戦後、重税を
課された農民たちの生活は困窮した。さらに、治安が悪化し、生活苦に拍
車をかけた。そのような社会不安と困窮が支配する時期に、洪秀全が指導
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する太平天国の乱（1851－64）が起こった。
混乱と貧困から逃れるために多数の中国人がアメリカに渡ったが、1870
年代のアメリカの不況を背景に、低賃金で働く中国人労働者に対する迫
害が多発した。それに伴い中国からの移民数も1870年代には減少に転じ
た。中国からの移民の多いカリフォルニア州など西部諸州の連邦議会への
働きかけによって、1882年には、中国人排斥法が連邦法として制定された。
それによって、中国人労働者がアメリカには入国できなくなった。限時法
として制定された同法は、1904年に恒久法となり、1943年に廃止される
まで効力を持ち、中国人労働者の入国を阻んできた。アメリカ側から見れ
ば、白人労働者や労働組合に対する保護政策である。
第二次世界大戦中に同法が廃止された後も増加しなかった移民数は、
1979年の米中国交正常化を機に急増した。中国では開放路線に転換して
いく時期である。
このように、中国からの移民数の増減は、未申それぞれの歴史の動きに
連動している。アヘン戦争後に西欧化を進めざるをえなかった流れのなか
で、中国はアメリカに留学生を派遣した。西欧諸国の浸食から自国を守り、
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強固にする必要があったからである。歴史の動きの犠牲になった中国人労
働者がいる一方で、歴史の大きなうねりを掻い潜って商人として財をなし、
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米中両国で名士として生涯を送った商人もいた。しかし、そのような成功
者も差別とは無縁ではなかった。
本稿では、どのような階層の中国人がアメリカに入国して釆たかを示し
たのち、中国からアメリカへの人の流れが生じた経緯に触れる。太平洋沿
岸州で問題になっていた、中国人地域社会の、労働者問題や売春婦問題
によって、中国人への対処が連邦の課題になった。売春婦入国禁止を定め
た1875年のページ法制定にいたる議論を、連邦議会の議事録で確認する。
連邦議会でのオーテイス・ギブソン（OrtisGibson）の証言とホーラス・
F・ページ（HoraceF．Page）上院議貝の主張は、アメリカ人大衆の中国人
社会へのイメージ形成の役割を果たした。アメリカ人大衆の反中国人感情
と国内政治事情を背景に、アメリカ政府は、中国人排斥法制定に向けて中
国との条約改正を進めた。中国との条約改正は、2度にわたるアヘン戦争
を経て、列強に浸食されつつあった清朝の弱体化と軌を一にする。アメリ
カは弱体化する清朝に対し、中国人労働者の入国を禁ずる中国人排斥法を
1882年に制定した。そのような反中国人の法令や差別に対し、無告の民
に代わり、主張すべきことは主張する中国系アメリカ人がいたことを実証
していきたい。
1．中国系アメリカ人とは
19世紀半ばから20世紀半ば頃までにアメリカに渡った中国人のうち、
留学生は学業を終えると帰国したため、アメリカ社会との大きな摩擦はな
かった。また、留学先がニューイングランド地方であったため、西部で労
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働者が排斥された時期にもその影響は受けなかった。
一方、中国人労働者は、白人労働者と競合関係にあり、アメリカ社会へ
同化する接会を失っていた。それまでの差別や排斥の到達点として1882
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年に中国人排斥法が制定されると、中国人労働者のアメリカ入国が不可能
になった。同法制定以降も中国人への排斥は続いた。商人は入国を阻まれ
なかったので、同法制定以降も米中間を行き来できた上、共同経営者にな
れば入国できたので、書類上の共同軽骨者として入国する者もあった。ま
た、書類上で息子や娘と偽って入国することもあった。そのためサンフラ
ンシスコ湾のエンジェル畠に入国審査・拘留機関が1910年に設けられた。
その施設では、1940年に焼失するまで、厳しい入国審査と拘留が行われた。
現在の中国系移民全体に共通する特徴を述べることは難しい。世代や
教育程度も著しく異なる。2仙0年の国勢調査では、中国系は、大卒岨1％、
管理職か専門職が52．1％、自宅所有者が58．4％を占めている。その一方
で、1993年にニューヨーク市を目前にして座礁した密航船に象徴される
ように、スウェット・ショップと言われる搾取工場で、低賃金の長時間労
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働を余儀なくされる非合法移民もいる。非合法移民は、アメリカに渡って
もチャイナタウン内のみでの生活を余儀なくされる場合がある。言葉の壁
があり、中国語のみで生活が可能なチャイナタウンに留まらざるをえない。
そこでは中国系による中国系への搾取が行われている。
このようにアメリカでの中国系移民は二極化している。非合法に入国し
て搾取される中国人がいる一方で、高学歴で専門職に就いている中国系ア
メリカ人もいるのである。これは移民出身国の国民の二極化を反映するも
のと言えよう。
2．清国からアメリカへ
（1）清国情勢
19世紀半ばに清国からアメリカに中国人を押し出した要因は、戦火や
飢えから逃れるためであった。アヘン戦争に続き、太平天寛の乱が起きた。
太平天国の乱は、広西省で始まった。当時広西省では、清朝の統治能力が
衰え、社会的には解体の状態であった。それに加えて、アヘン戦争後の失
74
杉　渕　忠　基
業兵士や失業運搬夫などが、広東省から広西省に流入し、武装集団になり、
商業中心地や農村を荒らしまわった。さらにこれらの中に、地元の貧民を
主力とする武装集周が入り混じった。清朝はこれらの武装集団を、鎮圧す
ることができないでいた。このような中で、洪秀全は、「清朝の下での宗
教改革運動に見切りをつけ、地上天国の樹立に踏み切った」。1851年1月、
洪秀全は広西省金田相で太平天国の起義を宣言し、挙兵し、図号を太平天
の
国とし、彼自身は天王と称した。このような国内の混乱から逃れようとす
る人々が多数いた。
清朝はその後、再び外国と戦火を交えた第二次アヘン戦争（1856－60）で、
清国皇帝が避暑地としていた円明園を英仏軍により徹底的に破壊され、略
奪された。戦後は、多額の補償金支払いのために農民が増税された。支払
いのできない農民は、土地を手放すしかなかった。外国との競争にさら
され打撃を受けていた繊維産業などでは、職は容易に見つからなかった。
1787年に1600万人から18卯年にはお∞万人に人口が増加した広東省では、
とりわけ厳しい状況であった。しかも、1856年からの約10年間に珠江デ
ルタの肥沃な土地をめぐり広東人と客家の争いも起こった。貧困と食糧不
9I
足に、洪水が拍車をかけた。飢えから逃れるために移民になる者もいた。
中国では一族の存続と繁栄のための移住は珍しいものではない。中国の
伝統では、一家の財産分与は兄弟間で行われた。兄弟間の争い軽減のため
に単なる財産分与以外の方法が考えられていた。裕福な家庭では、官吏登
用試験合格をめざして、男子を送り出した。余裕のない家庭では、近隣の
村での農家の働き手や近隣の町の労働者としての仕事を見つけようとした。
家族を移動させることによって、家族の経済的安定を図ろうとしたのであ
る。広東省や福建省といった沿岸地域では、山々が内陸部への移動を妨げ
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たために、海外で一旗揚げようという思いに駆られる人々もいた。
（2）国際情勢
2度のアヘン戦争（1839－42、1856－60）の終結時期は、国際奴隷貿易終了
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の時期でもある。それはまた西欧諸国の植民地拡大期でもあり、イギリス、
フランス、オランダ、スペインの大農園経営者たちが、従順な労働者を求
めた時期でもある。上記の中国情勢と、このような国際状況で中国から世
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界各地への労働力移動が起こった。それはクーリー貿易と呼ばれた。
アヘン戦争によって華南は疲弊していた。また広州は、数世紀にわたり
保持してきた海外貿易独占権を失った。茶葉の貿易は広州と上海が半分
ずつ分割することになった。そのため広州では、職を失った1万人の運搬
人夫と船頭の多くが、クーリーとして労働契約を結ぶはかなかった。中
国人労働者が英領ギアナに現れるのは1飢4年である。1847年から1862年
の間にアメリカ船がハバナに運んだ中国人労働者は毎年60㈱人にのぼっ
た。大農園での労働は「新奴隷制度」と言われるほど過酷な労働であっ
た。1860年代のキューバにおける自殺率は、10万人に対し、中国人5（知
人、奴隷35人、白人5．7人であった。過酷な労働が国際的に報告される
と、各国はクーリー貿易禁止に動いた。イギリスは1856年、米中間を航
行する旅客船で中国人契約労働者を捜索できる法律を制定した。アメリカ
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は1862年、クーリー貿易にアメリカの船舶使用を非合法化した。
19世紀半ば、クーリーとして中南米へ向かう中国人の流れに加えて北
米に向かう流れもあった。中国人をアメリカ合衆国に向かわせた、アメリ
カ側の要因は2つある。1848年のカリフォルニアでの金鉱発見と1860年
代に活発化する大陸検断鉄道建設である。アメリカは、拡張した領土の東
西を結ぶことによって、経済活動の活性化をめざしたのである。その鉄道
建設に中国からの移民が大きな役割を果たした。が、雇用者に有利な中国
人の低賃金労働は、白人労働者にとっては、自らの生活を脅かすもので
あった。
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3．中国人労働者
（1）中国人坑夫
アメリカ人の白人坑夫たちは、外国人坑夫排除によって、競争をなくす
よう要求していた。フランス人やメキシコ人も含まれていたが、とりわけ
中国人を排除することを求めていた。そのような事情を背景に、カリフォ
ルニア州議会は1852年に外国人坑夫採掘許可税を課する法律を制定した。
おもに中国人を対象にしていたこの法律は、アメリカ市民になることを望
まない外国人坑夫から毎月3ドルを徴収するというものであった。中国人
は、帰化してアメリカ市民になることはできなかった。というのは1790
年に制定された連邦法によって、市民権を獲得することができるのは白人
に限られていたからである。この外国人坑夫採掘許可税は、1870年公民
権法という連邦法によって、無効にされるまで続いた。そのときまでに、
カリフォルニア州政府は、中国人坑夫から500万ドルの税収をあげていた。
13ン
それはカリフォルニア州の歳入の25－50パーセントを占めたとされる。
1855年には「カリフォルニア州民になることのできない人々が移民す
ることを思いとどまらせる法律」が制定された。これは、アメリカ市民に
なる資格のない移民一人につき50ドルの上陸税を、船主が船長に課する
というものであった。さらに1862年には、「中国人クーリー労働との競争
から白人自由労働を守り、カリフォルニア州への中国人移民を防止するた
めの」法律が成立した。この法律は、カリフォルニア州在住の中国人に
月2ドル50セントの税金を課すものであった。この法律で課税を免除さ
れた中国人は、事業を行っている中国人、鉱山で働くことを許可されてい
る中国人、砂糖、米、コーヒー、茶の生産に従事している中国人であった。
これらの一連の法律は、歳入の増加を狙ったものではなく、中国人の排除
Hl
をめざしたものであった。
（2）中国人鉄道作業員
アメリカの東西を結ぶ鉄道建設に大きな役割を果たしたのが中国人で
あった。1862年にリンカーン大統領は、大陸横断鉄道を国債で建設する
よう議会を促していた。南北戦争前から、新たにアメリカの領土となった
西部の資源を利用するための鉄道は不可欠だとみなされていた。建設は
1863年から始まった。東西から同時に別々の会社が建設することになっ
ていた。西部はカリフォルニア州のセントラル・パシフィック鉄道会社が
担当した。同社の鉄道敷設は西側から始まった。岩だらけのシエラネバダ
山脈やネバダやユタの砂漠を切り開かなければならなかった。このような
危険で困難を伴う作業をさせるために、白人の鉄道労働者を継続的に募集
し、働かせることは難しかった。1865年に白人労働者がストを起こそう
としたとき、50人の中国人を試験的に雇用した。中国人は低賃金でよく
働き、ほとんど問題を起こさなかったため、さらに多くの中国人労働者が
導入された。1869年に東西の大陸横断鉄道がユタ州プロモントリーでつ
ながったときには、西部から始まった鉄道建設に従事した労働者1万70の
15I
人の内、1万5（X氾人が中国人であったと言われている。
セントラル・パシフィック鉄道での中国人雇用は成功した。すでに
1865年に憲法修正第13条で奴隷制が廃止されていたアメリカでは、企業
家たちが、中国人労働者の雇用の可能性を視野に入れて、アメリカ政府に
圧力をかけた。その結果、第17代大統領アンドルー・ジョンソン（Andrew
Johnson、在職1865－69）政権は清朝と交渉し、1868年にバーリンゲーム条
約を締結した。
両国は「自らの国と忠誠を替えるという、生まれながらの、譲り渡すこ
とのできない権利、および、好奇心のため、貿易のため、あるいは永住者
として、両国の市民と臣民の自由な移動と移民という相互利益」を認めた。
これによって16現年に清朝が、退位した明朝皇帝への息誠者の海外渡航
を防止するため禁じていた中国からの移民が、バーリンゲーム条約批准に
よって、無効となった。これはまた、アメリカ側が希望した、中国からア
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メリカへの自由な移民を認めたものでもある。同時に、「アメリカを訪れ
る中国臣民は、旅行や住居に閑し、最恵国の市民や臣民によって享受され
るものと同じ特権、免責、控除を享受するものとする」ことによって、差
16I
別や暴力から中国人を保護しようとした。しかし、中国人が増加するにつ
れてアメリカ人との摩擦が起こるようになってきていた。
4，中国人排斥運動をめぐる攻防
（1）ページ法成立前の六大公司
1850年代にはサンフランシスコの中国人女性の駈％が売春婦だったと
いう。1870年にはカリフォルニアには3536人の中国人女性がいたが、そ
の61パーセントの職業は売春婦であったとされている。中国から無理や
171
り連れてこられた女性が多かった。
中国六大公司（ChineseSixCompanies）は売春婦を排除すべきだと考え
ていた。中国六大公司誕生の経緯は次のとおりである。アメリカ各地にあ
る中華会館のうち、サンフランシスコの中華会館が最も早く建設された。
中回人は出身地や方言の違いによって会館を作った。四邑会館、陽和会館、
三邑会館、人和会館の4つの会館が、連合して1853年に中華会館になっ
た。地方自治体への団体登録に際して、中華会館は中国六大公司（Chinese
SixComparueS）に改称された。対内的には、中華会館と呼ばれた。中華会
館の主要な機能は、華人の利益の維持、紛糾の調停、文教福利事業など
がある。1901年にカリフォルニア州政府に登録するときに、英文名称を
i4
”chineseConsolidatedBenevolentAssociation’’（中華連合慈善会）とした。
六大公司の役員たちは、アメリカの中国人社会において一巨置かれてい
た。1868年のカリフォルニア州政府への売春婦排除のための請願書に次
のようにある。「女性を売って売春婦にすることは違法であり、売春婦の
輸入は禁止されるべきである」。さらに「中国人売春婦は子孫を残さない
し、税金も納めていない。社会へは百害あって一利なしである」。そして、
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「女性を売って売春婦にするのは、人を売って奴隷にするのと同じで、貴
19
国によって非合法化されるべきである」という。
（2）第43議会、第2全期でのページ議員
反中国人感情がアメリカ人大衆にあり、アメリカで中国人を代表できる
立場の六大公司が売春婦排除を強く主張している状況の中で、売春婦の入
国を禁ずるページ法が連邦議会で1875年に成立した。法案を推し進めた、
カリフォルニア州選出のホーラス・F・ページ下院議員に因んで、そう呼
ばれている。これは「中国・日本・アジア諸国」（第1節）からの売春婦
の入国禁止を定めている。第3節に、「これによって売春目的で女性をア
メリカに入国させることを禁ずる」とある。そのような女性を違法に入国
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させようとした場合は重罪を科されることも定められている。連邦議会で
のページ議員の主張を、連邦議会議事録をもとに述べてみる。
連邦下院の第43議会、第2会期、1875年2月10日に、ページ議員は、
発言の冒頭で、「中国人移民とクーリー労働、およびそれらが、とりわけ
太平洋岸の労働者階級に及ぼす影響」に関して、証拠となる事実を提示し
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たい。ページ議員が最初に、事務官に渡した宣誓供述書はアイラ・M・コ
ンデイツト（IraM．Condit）によるものである。公証人の前でコンデイツ
トによって1974年10月19日に署名、宣誓された文書を事務官が読み上
げた。
1レスビテリ7ン
アイラ・M・コンデイツトは42歳のアメリカ市民で、長老派の牧師で
ある。1860年に中国の広東（現、広州）に渡り、ほぼ6年間宣教師として
滞在した。サンフランシスコには1870年6月に戻って以来、中国人居住
区にある長老派教会伝道所の責任者を務めている。コンデイツトによれば、
中国では売春目的での女性売買は日常的であった。借金返済の必要がある
場合、女性の所有者が次々と代わることがある。脅しと暴力によって隷属
状態に置かれている。女性たちの脱出を助けた者は命を狙われる。サンフ
ランシスコにいる20αト3（椒）人の中国人女性の9割は売春婦である。売春
80
杉　潮　忠　基
組織を守っているのは秘密結社である。
次の証言は、1874年10月20日に、公証人の前で署名、宣啓されている。
署名、宣誓したのは、オーテイス・ギブソン牧師である。メソジスト・エ
ビスコパル教会の聖職者のギブソンは、1827年、ニューヨークで生まれた。
1854年、ペンシルベニア州のデイキンソン大学を卒業。1855年に中国の
福川に行き、宣教師として1865年まで滞在した。1865年にニューヨーク
に戻り、18槌年には、太平洋岸の中国人居住地区の宣教師に任命されて
以来、サンフランシスコに住み、同市のメソジスト・エビスコパル中国人
伝道所の責任者を務めている。書かれた中国語を解し、福州方言と広東語
を話すことができる。
ギブソンによれば、サンフランシスコには、中国人が約2万人いる。そ
の内、25∝）人が女性であるが、その大半は売春婦だ。ギブソンの個人的
な感じでは、同市で中国人の妻だと言っている人々は、300人にも上らな
いし、そのほとんどすべてが、2番目の妻か妾である。これは中国の慣習
である。本妻と言える女性は、同市のチャイナタウンでは50人もいない。
売買に関わる書類では通常、女子が所有者に借金のあることが記載され
ている。借金を払った人物のために、売春婦として働くことになる。赤く
て薄い売渡証の写しは、犠牲者である女子にも渡されるが、彼女たちは読
むことができず、しばしばそれをなくしてしまう。あるいは、契約期間が
切れる直前に、新たな借金をしたということにして、また売られていく。
このプロセスは、買い手があるうちは続く。奴隷取引をする者を支援して
いる秘密結社がある。命を賭して、この秘密結社による残酷な行状を暴露
する中国人はいない。
1874年12月21日にサンフランシスコの移民局長、R・コーウイン・ピ
オトロフスキー（RKorwinPiotrowski）が証言している。連邦下院では、
ページ議員が事務官にその証言を読むように促す。移民局長は法整備の必
要性を促す。香港から到着した蒸気船には5（犯人の中国人乗客がいた。調
査の結果、31名いた女性客のうち20名は、売春婦であることが判明した。
βユ
しかし、法的には、移民局長が中国人売春婦の上陸を拒むことはできない。
ページ議員は、1871年6月28日のカリフォルニア共和党の決議文に言
及している。
多数の中国人が我々の中にいるが、わが人種と同化することはできず、
アメリカ政治の特質や形態に無知であり、それらの知識を得ようとしな
いし、アメリカのしきたり、生活様式、あるいは習慣に従おうとする気
持ちもないということは、カリフォルニア州にとって、深刻で持続的な
侮辱である。低賃金を口実とした雇用は、労働の尊厳というアメリカの
気高い思想にとって侮辱的である。カリフォルニアの労働者階級の幸福
と繁栄にとって、不利益になっている。悪をはびこらせてはいけない。
どこででも、また、誰によってでも、中国人に対して犯される暴力行為
は、すべて、厳しく責められ、糾弾されるべきであるが、中国人の市民
権獲得に対しては、断固として反対する。連邦政府には、将来、太平洋
岸への移民をやめさせるような、条約規制や立法を要求する。
民主党の立場もページ議員は紹介する。1869年6月29日に開催された
カリフォルニア民主党は、次のように意見表明をした。
カリフォルニア民主党が信じるところでは、白人労働者は劣等な国民
の労働者階級と競争させられるべきではない。その国民の、生活費用は
比較するとゼロに等しいし、我々の教会、学校、社会および社会的、政
治的機関に対し、富を積むということはないのである。
ページ議員は、1873年にカリフォルニア州のニュートン・ブース
（NewtonBooth）知事のカリフォルニア議会への教書などに触れた後、裁
判所の判決文を読み、中国人の移民制限に関し、憲法の修正条項や中国と
の条約、さらに州の法的権限と連邦の法的権限に関する議論を、次のよう
に展開している。「これ以上の移民流入を阻止しようとするならば、撮み
の綱は連邦政府しかない。この間題に関するすべての権限は連邦政府にあ
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るからである。州は、自らの判断で、移民を除くことはできないし、条例
を破ったからといって、移民を追放することはできない。」しかし、中国
は最恵国であるので、連邦政府は中国臣民の移民を制限できない。
ページ議員は、スティーブン・ジョンソン・フィールド（Stephen
JohnsonField）判事の連邦最高裁判決文を読む。その中に憲法修正第14条
に関する部分がある。
その修正条項の第1項でアメリカ合衆国市民とは誰であるかを明示し
ている。合衆国市民の特権と免責を奪うような法律を作ったり、強制し
たりすることはできない、と断言している。…あらゆる市民が持つ、重
要な基本由権利は、このように、州の剥奪に対して確保されたものであ
り、アメリカ生まれでも、外国生まれでも、あらゆる人が、身分の上下
なく、アメリカ合衆国の法域内にあるときは、法により平等に保護され
る権利がある。…特権の平等はあらゆる人の憲法上の権利である。つま
り、保護の平等が意味するのは、権利侵害を妨げたり、救済したりする
ために裁判を受ける同等の権利、および正義の強制だけではなく、同じ
階層の他の人々とともに、あらゆる種類の非難と負担が除かれるという
ことである。
判決文を読んだあと、ページ議員は、こう述べている。「カリフォルニ
ア州議会は、この問題を処理するよう努めてきたと思われる。カリフォル
ニア州議会では、州裁判所によって司法判断された法律を通過させてきた。
しかし、結論として、連邦裁判所の意見では、州議会は、この間題に関し
て、法的権限がなく、連邦議会にすべての権限がある、ということであ
る。」
ページ議員は、1868年のバーリンゲーム条約第5条に言及する。第5条
はこうなっている。
それゆえ、条約締結国は自発的な移民以外の移民を非難する。両国が
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最終的に合意したのは、自由で自発的な同意なしで、アメリカ合衆国市
民か中因臣民が、中因臣民をアメリカか他の外国に連れて行ったり、あ
るいは中国臣民かアメリカ合衆国市民を中国か他の外国に連れて行った
りすることに対して、罰則を科す罪とする法律を制定することに意見の
一致をみた。
中国はこれらの規定を強制したか、とページ議員は問う。中国帝国
は、売春と自発的な奴隷制という罪でアメリカの法律を犯しており、し
かも、条約を公然と無視しているのである、とページ議月は言う。そし
て「議会のつくる法令よりも、条約が上位にあるということがない」とし
ている。以上が、連邦下院、第43議会、第2期、1975年2月10日の議事
録で、「ホーラス・F・ページ閣下の演説」（SPEECHOFHON．HORACEF．
PAGE）という書8分である。
上述のような主張を経て、1875年にページ法が成立し、アジア諸国か
らの売春婦のアメリカ入国が法的に不可能になった。しかし、ページ法は、
その厳格さのために、売春婦以外の中国人女性をアメリカから遠ざけるこ
とになった。1876年から1882年まで、アメリカに入国しようとする中国
人女性には執拗な審問があった。まず、香港ではイギリス植民地政府の代
表から審問があった。次いで下船時には、アメリカの係官から審問があっ
た。そのため、1876年から1882年までの7年間とそれより前の7年間を
比べると、中国人女性のアメリカ入国数の減少率は櫨パーセントにもの
22I
ぼった。
（3）ページ法成立後の六大公司
ページ法成立の翌年、六大公司は第18代大統領ユリシーズ・グラント
（UlyssesGrant、在職1869－77）に請願書を出した。それは駐米中国領事が
いないた捌二六大公司がとった行動であった。
売春婦に関しては、「かなりの数の中国人売春婦が不道徳な中国人に
β4
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よって中国から連れてこられていますが、初め、これらの女性は、白人男
性を滞足させるために連れてこられたのです」。さらに、「極悪非道な取
引」からアメリカ人が利益を得ており、その人々は、望めば、その取引を
止めさせる権限を持っている、と請願書で指摘されている。また、この請
願書の中では、六大公司が秘密裏に司法権を行使しているとの非難に対し
反論し、「六大公司はもともと、アメリカに入国したり、アメリカから出
国したりする中国人が互いの保護と世話のために設立された。そして最後
に、中国人がアメリカにとって不利益をもたらし、中国人の存在がアメリ
カ国民に不快であるならば、今ある中米間の条約は修正されなければなら
ない。また中国人移民の制限か禁止、あるいはアメリカからの中国人の漸
23I
次撤退も故なしとはいわない」、と主張している。
六大公司からの1876年4月9日付の手紙では、中国人のアメリカ渡航
制限や禁止が提言されている。この手紙の中で六大公司はアメリカに渡っ
た中国人が、白人の賃金を引下げるのは必然だとしている。そして、もし
この事態が続けば、白人のいじめが無くならないばかりか、中回人熟練労
働者が職を見つけられず、生計を立てていくことができなくなる、と指摘
して、こう続ける。「それゆえ、転ばぬ先の杖として、六大公司が考えて
いる最善の行動は、カリフォルニア在住の一人一人が故郷に手紙を書き、
．‾．
一族の者にアメリカ行きをとどまるよう、強く勧めることです。」
このように、チャイナタウンにおいて指導的な地位を担っている六大公
司が、中国人のアメリカ渡航を控えるよう訴えかけたのである。しかし、
中国人排斥は止まなかった。
（4）労働組合の動き
アメリカ政府が中国人を保護する条項を含むバーリンゲーム条約を締結
する一方、カリフォルニア州では白人労働組合が中心となり反中国人運動
が展開された。1882年に連邦法として中国人排斥法が成立するには、カ
リフォルニア州からワシントンD．C．への働きかけが必要であった。中国
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人労働者と白人労働者は生活の安定を求めて競合関係にあった。同一階級
での団結よりも、人種・エスニック集団での団結が優先された。
人種や国籍にとらわれない労働者の団結を謳って1866年に設立された
全米労働組合（NLU．NatlOnalLaborUnion）も、ほとんどの支部では黒人
の入会は認められていなかった。1870年以降は全米の労働組合は、その
広報活動で白人の団結と人種的敵対を主張した。黒人もまた、中国人の低
賃金労働が、黒人の貸金引下げにつながると考えていた。1869年に労働
騎士団という名の職業別労働組合が設立された。1870年代には、支部は
全米に1万5（X臥総会員数は70万から1∝）万人に達していた。この組合は、
農民、未熟練労働者、女性、そして黒人までも組織しようとしたが、中国
25I
人とは一線を画した。
アイルランド生まれの扇動者デニス・カーニー（DenユSKearney）は、反
中国人感情に乗じて白人労働者を扇動した。1870年代の不景気の時代に
結成されたカリフォルニア労働党は、金持と中国人が白人労働者抑圧の陰
謀に加担していると決めてかかり、広範な経済改革を要求した。1877年、
カリフォルニア労働党は「中国人は出て行け」という標語をつくった。ア
メリカから中国人を追い出すためには、暴力も辞さない覚悟であった。低
賃金で働く中国人は資本家強化につながると考えたからであった。失業者
の支持を得たカリフォルニア労働党は、第2回カリフォルニア州憲法会議
（1878－79）に、代表団の3分の1を送り込むことができた。この会議では、
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州の反中国人的な方針が定まった。
（5）1879年カリフォルニア州憲法
1850年にカリフォルニアが州に昇格する前年に採択された憲法の改正
が、1879年に承認された。その1879年のカリフォルニア州憲法第19条に
中国人に関する条文がある。第1節では、「外国人の存在によって生ずる
負担や悪行から議会は、州および州の郡、都市、および町を保護するた
めのあらゆる必要な規制を命ずることとする」こととしている。第2節で
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は「カリフォルニア州法のもとで現存するか、もしくはこれから設立され
る会社は、本憲法採択後は、いかなる地位にあっても、直接にあるいは間
接的に中国人かモンゴル人を雇用してはならない」と定めた。第3節では、
「中国人は、犯罪の罰以外では、州、郡、市あるいは公共事業に雇用され
てはいけない」とある。第4節では「アジアのクーリー労働は奴隷制の一
形態であり、本州においては永久に禁ずるものとし、クーリー労働のため
の契約すべてを無効とする」とした。またカリフォルニア州議会は、カリ
フォルニア州の市や町に中国人を追い出す権限を与えるということが定め
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られた。
同憲法第2条においては、ただし書きとして、次のように中国人の投票
権が否定されている。「ただし、中国人、白痴、狂人、公民権剥奪を伴う
犯罪で有罪になった者、公金横領や不正流用で有罪判決を受けた者は、本
28I
州における有権者の特権を行使することはできないものとする」とある。
このような憲法に対し、清朝政府はサンフランシスコにある中国在外公
館のチェン・ランピン（陳蘭彬）に命じ、反中国人立法の違憲性を問うた
めに弁護士を雇わせた。カリフォルニア地区の連邦巡回裁判所で審理さ
れ、判決が出た。判決は、中国人の権利を制限しても、他の外国人の権利
を制限しない目的をもった州憲法は、どんなものでも、バーリンゲーム条
約および、州の、法による平等の保護を定めた合衆国憲法修正第14条な
らびに1870年公民権法に違反する、というものであった。この判決に対し、
州議会は、反中国人ロビイストを州予算で雇った。カリフォルニア州政府
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の考えをアメリカ政府に伝える体制を整えたのである。
しかし、すでに1875年には連邦議会では反対なしでページ法が成立し
ている。さらに、六大公司が、白人との問題を避けるために、中国人のア
メリカ渡航の自発的中止を示唆している。このようなことから、反中国人
感情がアメリカ国民大衆の中に浸透しつつあったことは否定Lがたい。政
治家はその流れを立法化しようとしていた。反中国人ロビイストを州予算
で雇ったカリフォルニア州政府は、国内的には時流に反してはいなかった、
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ということができよう。
（6）中国人排斥法
下院の教育・労働委員会が1879年、「乗客15人法案」を提案した。1隻
のアメリカ船に乗ることのできる中国人の数を、男女問わず、15名に制
限するというものであった。容易に通過したこの法案に第19代大統領ラ
ザフォード・ヘイズ（Ru也erfordHayes、在職1877－81）が拒否権を発動した。
東方との貿易はアメリカの国富と影響力にとって重要であり、その法案は、
アジア諸国民を追い返すことになり、アメリカ以上に友好的な関係にある
国々に、アジア諸国民を追いやることになる、とヘイズ大統領は拒否権発
ガ、
動の理由を説明した。
しかし、1876年の大統領選で共和党は、大統領選挙人に関する問題で、
民主党との妥協があった。その妥協とは、ヘイズを大純毛削こ当選させる代
わりに、南北戦争後に軍政を敷いていた南部から、共和党政権が連邦軍を
撤退させるというものであった。これは南北戦争前の支配層である南部民
主党に南部のアフリカ系アメリカ人を委ねることを意味していた。そのよ
うな事情があり、ヘイズは、「乗客15人法案」が違反することになるとさ
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れたバーリンゲーム条約の改定交渉にあたることを約束した。
1880年の選挙戦でも共和党はカリフォルニアの票を得るために、中国人
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移民の問題を取り上げた。選挙の結果、ジェームズ・A・ガーフィールド
（JamesA，Gar丘eld）が1881年3月4日、第20代大統領に就任した。しか
し、同年7月2日に銃撃され、負傷し、9月19日に死亡した。同日、副大
統領であったチェスター・A・アーサー（ChesterA．Arthur、在職1881－85）
が第21代大統領に就任した。
アーサー大統領が、改定交渉で結ばれたエンジェル条約（Angell
Treaty）に関する宣言を、1881年10月5日に行った。宣言の中でアーサー
大統領は、平和友好条約である1858年の天津条約とその追加条約として
結ばれたバーリンゲーム条約に言及し、追加条約は恒久的に順守されるこ
ββ
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とになっていたと述べている。しかし、中国人労働者が絶えず増加するた
めに、条約改正の交渉をしたい。そこで、アーサー大統領は、ミシガン州
選出のジェームズ・B・エンジェル（JamesB，Angell）、カT）フォル二ア州
選出のジョン・F・スウイフト（JohnF，Swift）とサウスカロライナ州選
出のウイリアム・ヘンリーrトレスコット（WilliamHenryTrescot）を全
権大便に任命し、北京に派遣した。同地で1馬0年11月17日に結ばれた
エンジェル条約第1条は次のようになっている。
アメリカ合衆国の見解で、中国人労働者のアメリカ渡航か居住が、ア
メリカの利益に影響を与えようとしたり、アメリカ、あるいはアメリカ
の領土のいかなる地域ででも、アメリカのよき秩序を危険に陥れようと
したり、あるいは実際にそのようなことをした場合はいつでも、アメリ
カ合衆国政府が、アメリカ渡航や居住を規制したり、一時停止したりす
ることを可能にするが、渡航や居住の完全禁止はできない、ということ
33I
に中国政府は同意する。
このように中国とのエンジェル条約により、アメリカ政府は外交上、法
的に中国人移民を制限する権限を持つようになった。1鰭1年、中国との
間で改正した条約が批准されると、大統領が拒否権を行使した「乗客15
人法案」以上の移民制限を可能にする法律制定に向かって、連邦議会が動
くことになる。
カリフォルニア州選出のジョン・フランクリン・ミラー（JohnFranklin
Miller）上院議員が議会に提案した中国人排斥法の原案は、20年間中国人
労働者の入国を禁止するものであった。ミラー案は1882年の3月末には
上下両院を通過したが、4月4日、アーサー大統領が拒否権を発動した。
ミラー案の修正案として、下院では、入国禁止期間を10年に短縮すると
いうホーラス・F・ページ議員の提案が通過し、28日には、上院が中国
人排斥法を32票対15票、棄権29票で可決した。アーサー大統領は5月
6日に署名し、中国人排斥法が成立した。共和党のジェームズ・ブレイン
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（JamesBlalne）下院議長は、アーサー大統領に、中国人排斥法は、労働運
動の指導者たちの扇動拡大を終わらせる方便に過ぎないと言ったとされて
34I　　　　　　35I
いる。中国人排斥法では、この法律成立後10年は、「中国人労働者のアメ
リカ渡航が一時的に停止される」ことが定められている。
5．限時法から恒久法へ
（1）フロンティアから都市部へ
反中国人感情の頂点とされる中国人排斥法で、中国人に対する敵対感
情が収まったわけではない。1組5年、ワイオミング州ロックスプリング
ズで、中国人品名が死亡し、15名が負傷するという暴力事件が発生した。
賃上げを要求する白人坑夫のストライキへの参加を中国人坑夫が拒んでい
た。それが、暴動の直接的な原因であった。この暴力事件に先立つ1875年、
ユニオン・パシフィック・鉄道のスト破りとして中国人が導入されたこと
があった。そのため、人種的敵意が、まだ、わだかまっていた時期でも
あった。事件発生直後、駐米中国公使ゼン・ザオル（鄭藻如）は、3人の
役人を調査に向かわせた。その中に、ニューヨークの領事フアン・シー・
361
チュエン（黄錫詮）がいた。フアンは、連邦議会に報告書を提出している。
中国人を追い出したロックスプリングズを範にして、ワシントン準州に
おいても、炭鉱のある町では、中国人追い出し計画が進んだ。シアトルで
は中国人居住地域が焼き打ちされた。タコマ市では、市が、1885年11月
3日までに、中国人に市からの退去を命じた。その日には、市長、保安官、
裁判官数人が数百人の暴徒を率いて、中国人地区に入って行った。中国人
たちはオレゴン州ポートランドまで貨車で運ばれた。2日後、タコマ市の
中国人地区が焼き打ちされた。この「タコマモデル」が他でも多く採用さ
J7I
れたという。
1887年オレゴン州におけるスネーク川の虐殺と呼ばれている事件で、
中国人31名が殺害された。事件は、スネーク川のオレゴン州側にあるへ
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ルズ渓谷で起こった。金を採掘していた中国人たちを強盗が襲撃したので
38I
ある。
このような事態の中で、中国人は、西部フロンティアの狭く、孤立した
地域から、より広い都市部に移動し始めた。中国人が集中して住むことで
安全性がより確保されると考えたからであった。この時期、西海岸のサン
フランシスコやロサンゼルスなどの都市にチャイナタウンが形成されたと
39I
いう見方もある。
（2）中国人キリスト教徒から見たギアリ一法
1882年に、10年間の中国人労働者のアメリカ入国を禁じた法律を、さ
らに10年間延長することが1892年5月5日に決まった。第23代大統領ベ
ンジャミン・ハリソン（BenjaminHarrison、在職1889－93）が署名した。こ
れは議会に提案したトマス・ギアl）－（ThomasGeary）下院議員に医んで
ギアリー法と呼ばれている。ギアリー法は、1882年の中国人排斥法を10
年間延長しただけでなく、居住権証明書の取得を義務付けた。それがない
場合には、強制送還の可能性もあったのである。
1870年にオークランドの第1組合教会で洗礼を受けてキリスト教となっ
た中国人がいた。ジー・ガム（JeeGam）という。ガムはギアリー法の公
40I
正さの欠如を非難している。ガムによれば、ギアリー法は、中国人と中国
を不当に扱うだけでなく、アメリカから名誉を奪うものである。ガムは、
ギアリ一法成立に先立つ1兆8年のスコット法に言及している。ペンシル
ベニア州選出のウイリアム・スコット（WilliamScott）下院議員が、提出
した法案である。スコット法により、中国に帰国している中国人労働者で
適切にアメリカの在住者であるということを証明できなければ、アメリカ
に戻ることができなくなった。少なくとも2万人の中国人に影響を与えた
4D
とされている。
ギアリー法はスコット法よりひどいとガムは言う。中国人労働者は登録
しなければ、強制送還されるが、他の人々はそのようなことはない。また、
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携帯していた証明書が、見知らぬ土地で他人に破かれたら、自分以外に証
人がいないとき、どのようにしてそのことを中国人は証明できるのか。そ
こから他の土地へ行った時には、逮捕され、強制送還の可能性がある。ガ
ムはこうも言っている。「この法律は、独立宣言書が譲り渡すことができ
ないと宣言した尊い権利をいくつか無視している。自由で束縛のない幸福
の追求、人身保護令状の権利、有罪が証明されるまでは無罪である権利で
ある。」そしてガムはギアリ一法第3条を非乾している。第3条はこうなっ
ている。
この法律の条項か、この法律によって適用範囲が拡張される法律の条
項のもとで逮捕された中国人か中国人の子孫はだれでも、断定できる証
拠によって裁判官か行政長官に対し、アメリカに滞在する合法的な権利
を証明しなければ、アメリカに不法に滞在していると判断される。
白人に対しては、逮捕され罪を非難されても、有罪と証明されるまでは
無罪とされるのに、中国人に対しては、どうして無罪と「断定できる証
拠」がなければ、有罪とされるのか、とガムは、述べている。さらにギア
リー法では中国人に黙秘権は認められていない。これは非アメリカ的で、
野蛮で非人間的である。さらに非キリスト教的であり、キリストの教えに
反することである、とガムは主張している。
ギアリー法に対して中国系アメリカ人からのこのような非難はあったが、
1弧2年、中国人排斥法はさらに10年間延長された。そして1904年、連邦
議会は、中国人排斥法を、10年ごとの限時法から恒久法にする決議を行っ
た。
6．「書類上の息子・娘たち」
1882年以降にアメリカ入国を禁じられた中国人労働者階級は、貧しさ
ゆえに、最もアメリカに渡りたがっていた階層である。密入国するか、ア
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7－ナヤント
メリカで事業を営んでいる合法的な事業者に、共同出資者として保証人に
なってもらう方法があった。ひとたび商人の地位が保証されるとその中国
人は、米中間を自由に行き来でき、妻をアメリカに呼び寄せることが可能
であった。これは確実な方法であったが、資金調達ができ、アメリカにそ
421
のような親類がいる場合はほとんどなかった。そのため、1882年の中国
人排斥法成立後、にせ親になる、あるいはなってもらう手口が現れた。商
人とその妻は合法的に入国できるので、その夫婦がアメリカで産んだ子と
して、密入国させる方法である。男の子を密入国させる場合が多かった。
1抑6年に新たな事態が生じた。サンフランシスコで大地震のあと起こっ
た火災により移民関連の書類が焼失してしまったのである。そのため、地
震発生時にアメリカにいた中国人は、アメリカ生まれであると主張できた。
合衆国憲法修正条項第14条ではアメリカで生まれた者は市民権を持つア
メリカ人であるとされている。
市民権を持つ中国系アメリカ人男性の子供として、米国外で生まれた子
供に移民資格申請を認めた1855年の法律条項が利用された。アメリカの
市民権を持っていると主張する中国人は、中国で生まれた自らの子供とし
てアメリカに入国させる権利をもつようになったということである。子供
の名が移民局で登録され、登録された子供は移民資格を得た。不正の証明
書が、市民権のある中国系アメリカ人とアメリカへの移民を願う中国人と
の間で売買された。これによって、移民資格のある子供になりすましてア
メリカ入国することが広く行われた。このような手段で入国しようとする
男性は「ペーパー・サン」と呼ばれている。費用は1歳につき100ドルが
431
相場であった。しかし、1910年に、サンフランシスコ湾のエンジェル島
に入国審査局が開設され、アメリカに入国しようとする中国人はそこでの
尋問を潜り抜けなければならなかった。エンジェル島の移民審査局での経
41I
験が研究者の聞き取り調査によって残っている。
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7．1924年移民法への中国系アメリカ人の反応
（1）1924年移民法の背景と中因系アメリカ人への影響
アメリカへの移民数が急増する10年間は、第二次世界大戦前では、
19∝I年から1909年、次いで1910年から1919年である。この時期は、南
欧と東欧からの移民が急増した時期である。このような移民流入に歯止
めをかけようして、1924年移民法が制定された。同法第11条に人数制
45I
限（NumerlCalLimitatlOnS）という見出しがある。1890年の国勢調査の際
の外国生まれの人口を出生国別に分類し、その人ロの2％に相当する人
数をその国からの年間移民許可数とした。1890年の人口構成は、圧倒的
に、イギリス系とドイツ系であって、東欧・南欧系はそれほど多くはない。
1890年を基盤となる年にしたのは、東欧・南欧からの移民をさらに減ら
すためであった。たとえば、イタリアへの割当は、1921年緊急割当法では、
4の
4万2057人だが、1924年移民法では、345人になった。
この1924年移民法の目的は、南欧と東欧からの移民を減らすだけでは
なかった。同法第13条では、中国人を含む帰化不能外国人の入国を禁ず
るとともに、帰化不能外国人であっても一定の条件を満たせば入国はでき
る規定になっている。
中国系アメリカ人社会が非難したのは、アメリカ市民権を持っている中
国系アメリカ人の妻として中国に滞在している場合、その妻の入国が許可
されていないことであった。この点に関して、中国系アメリカ人社会は法
的手段に訴えた。
（2）CACAの下院移民・帰化委員会での主張
1925年5月25日、連邦最高裁判所が下した判決は、次のような内容で
あった。アメリカ市民でない中国人商人の妻と未成年の子供は、アメリカ
入国が可能であるが、アメリカ市民の妻は除外される。この判決に対し
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中国系アメリカ市民同盟（ChlneSedAmericanCitlZenS’Alliance．CACA）は
懸念を表明した。CACAは、中国系アメリカ人の社会的地位向上をめざ
して1895年に設立された友愛組織である。このCACAが、第69議会第1
会期、下院移民・帰化委員会に小冊子を提出した。その中で次のような主
4の
張をした。
よく知られていることだが、アメリカでの中国人男性人口は、中国人
女性人口をはるかに上回っているので、アメリカ在住の中国人男性が、
結婚をしたいと思えば、ほとんどの場合、同じ中国人の妻をさがすため
に中国に行かなければならない。アメリカにおける中国人女性在住者の
教は、需要を満たすためには、きわめて限られている。そのような結婚
状況と、現行の法律のもとで、中国系アメリカ人のほとんどは未婚のま
までいることを強いられるか、あるいは中国へ行き、そこで結婚するこ
とを選ぶならば、アメリカでの居住と事実上、市民権を放棄しなければ
ならない。あるいは、妻と別居しなければならない。妻は1924年移民
法第13条によってアメリカに入国することが妨げられているからであ
る。
移民法が改正されないままであれば、この間題の唯一の解決法は、ア
メリカで中国系アメリカ人市民在住者と結婚するのは中国人以外の女性
ということになり、これは、白人の側からも中国人の側からも、好まし
いものでも、望ましいものでもないだけでなく、アメリカの多くの州で
は法に違反するものである。白人と蒙古系の人々との通楯は、アリゾナ
州、カリフォルニア州、アイダホ州、ミズーリ州、ユタ州、ワイオミン
グ州、ミシシッピ州、オレゴン州、ネブラスカ州、テキサス州、バージ
ニア州で禁じられている。
そこで下院移民・帰化委員会での聴聞会で、中国系の人々が主張したの
は、1924年移民法第13条に、（4）として「アメリカ市民の人」を入国可能
とする修正条項を付け加える提案をした。
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そのような提案をするにあたって、具体的な事例を述べてもいる。サ
ンフランシスコ生まれの荷馬車屋であるポール・イェー（PaulYee）は、
1924年に中国へ行きジー・シー（JeeShee）と結婚し、1924年7月23日に
妻とアメリカに戻った。妻の入国は移民当局によって拒まれ、保釈金を積
んで、一時的に自由の身となり、オークランドで夫と共に生活している。
1926年2月3日には子供が生まれた。1924年7月1日以降にアメリカに到
着したために、保釈金を積んで一時的に自由の身になっている中国系アメ
リカ人市民の妻は他にもいる。
CACAの努力が実り、1930年には、アメリカ市民である中Bl人の妻の
入国は認められるようになった。しかし、1924年5月6日以前に結婚した
4、
場合に限られることになった。
CACAをはじめとする組織や個々の中国系アメ1）カ人のアメリカ人
としての当然の権利を求める流れの中に中国人排斥法撤廃運動があった。
1943年12月17日に発効した中国人排斥廃止法第2条において、中国人の
アメリカ入国に関しては、次のように定められている。「移民としてアメ
リカに入国する、あらゆる中国人は、1924年移民法第11条の条項によっ
て、中国人移民枠として計算された人数が割り当てられることとする」と
ヰの
ある。1924年移民法第11条にはこのように定められている。「どの国も年
間割当人数は、1890年のアメリカの国勢調査により決定された、アメリ
カ本土に在住する、その国籍をもつ外国生まれの個人の数の2パーセント
になるものとするが、どの国籍を持っていても、最低1∝）名とする」とあ
り．
る。
中国人排斥法が撤廃されたのは事実であるが、中国からの移民許可数は、
51〉
1924年移民法第11条にしたがってわずか105名にとどまったのである。
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おわりに
中国人排斥法によって入国を拒まれた中国人は、貧しい中国人労働者の
一群である。金鉱で採掘したり、鉄道建設に携わったりする弁髪姿の中国
人である。しかし、労働者や売春婦だけがアメリカにいた中国人、あるい
は中国系アメリカ人を構成しているわけでない。貿易商のように大きな取
引をする商人もいたし、アメリカの法制度の中で、無告の民に代わって、
主張する中国系の人々がいたことを忘れてはならない。
一方アメリカ側では、中国人に対し、残酷な振舞いをする者はいたが、
すべてのアメリカ人が反中国人感情を持っていたとは必ずしも言えない。
とりわけ、中国人売春婦の窮状をよく知るアメリカ人聖職者たちが、事態
の媛和に尽くしたように思われる。このような事情が示しているように、
白人対中国人という対立だけでは、把返しにくい領域がある。中国から売
春婦を連れてきた中国人が、アメリカの中国人社会で利益をあげた事実が
ある。売春産業を非難した中国六大公司は、アメリカがそれを法的に規制
すべきであると主張した。六大公司の主張を実現しようとしたかのように、
ページ下院議員は、売春婦の置かれている厳しい状況に関し、聖職者によ
る証言を連邦議会で公にし、アメリカへの売春婦入国を法的に阻止するこ
とに成功したのである。ギブソン牧師が証言しているように、中国人自身
での浄化は不可能だったが、州による移民の入国制限も、たとえば、憲法
修正第14条に抵触するため、カリフォルニア州がそれを法的に行うこと
はできなかった。移民の入国制限に関する立法は、連邦議会にのみ与えら
れた権限であった。そのために連邦議会を動かそうとしたのが、ページ上
院議員であった。
しかし、売春婦に限るとは言え、ひとたび入国を制限する権限が、条約
上、アメリカ側に存在するとなると、今度は、制限対象が労働者に広がり、
1882年には中国人排斥法成立を見た。そして、限時法であった中国人排
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斥法が1904年には恒久法になった。そこには、バーリンゲーム条約で誼
われた、「アメリカを訪れる中国臣民は、旅行や住居に関し、最悪国の市
民や臣民によって享受されるものと同じ特権、免責、控除を享受するもの
とする」という両国の関係はすでにない。
本稿では、差別・迫害されている中国系の人々だけでなく、そのような
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